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研究経費： 1,200,000 円 

（平成 26 年度 108,600 円、平成 27 年度 1,091,400 円） 

経費説明： 研究成果の国際的な発信と、それを通じた研究成果の再検証が本研究にと

って最重要となるため、スイスで開催された教育・学校経営シンポジウム(Bildungs- und 

Schulleitungssymposium)での成果発表に充てるため、研究経費の大半を 2 年目に執行

することとした。現地発表は研究分担者のうち 6 名（安藤・井本・小林・辻野・辻村・

山崎）で行うこととなったが、旅費はこのうち発表時点で退職者となっていた 2 名分に

充てることとし、その他は各自で旅費を捻出することとした。以上の他の主な支出とし

ては、本報告書の印刷・製本費（平成 27 年度）および外部講師招聘費（平成 26 年度）

となっている。以上で研究経費のほぼ全てを占めている。  

 

 

※ 本研究のより詳しい内容は、井本佳宏・辻野けんま(2016)『学校経営への「地域」

の参画形態に関する国際比較研究』（平成 26・27 年度上越教育大学研究プロジェク

ト（一般研究）研究成果報告書）にまとめられています。報告書をご希望の方は辻

野けんま(tsujino@juen.ac.jp)までご連絡ください。 
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はじめに 

 本研究プロジェクトは、上越教育大学に所属する教育経営に関連する諸分野の研究者を

中心に組織され、上越地域の小学校長をはじめとする教育指導者有志との密接な協働によ

り進められてきた。協働の基盤となる場として、平成 22 年度当初より、上越地域の小学校

長および上越教育大学の研究者が参加する学校経営に関する意見交換の場（上越学校経営

サロン）が運営されてきており、本研究でもその場を活用して研究に取り組んだ。 

本研究の目的は、学校経営への「地域」の参画形態に関する国際比較を通じて、日本の

学校経営の特徴、とりわけ「地域」との協働に関して学校経営実践上の意義を再発見・再

評価し、国内外の学校経営実践へと還元することである。  

日本では今日、学校経営への参画主体の多様化が進んでおり、その影響はコミュニティ・

スクール政策などの形で身近なところまで及んでいる。そうした中で、「地域」も学校経営

への主要な参加者と見なされるようになってきている。しかし、メンバーが明確に特定で

きる保護者や教員集団とは異なり、「地域」は定義そのものに多義性を含んでいる。 

「地域」の声とは誰の声を指すのか。「地域」に住む人々の多様な声はどのように「地域」

の声として集約され、学校経営に取り入れられるのか。「地域」は抽象的な概念であるが、

現実の学校経営に参画していく際には、具体的な存在として制度化される必要がある。そ

して何をもって「地域」と見なすかは、各国ごとの文化的背景が反映されていると考えら

れる。 

こうした問題意識をもとに、本研究では、大学の研究者と上越地域の小学校校長有志と

の共同研究により、上越地域の学校経営実践が歴史的に蓄積してきた「地域」との連携の

実態と意義・課題等を、国際的な比較を通じて再発見・再評価し、学校経営に関する研究、

実践の両面に貢献することを目指した。2 年間の研究プロジェクトとしては過大な目標で

もあり、課題も少なからず残されてはいるが、国際シンポジウムでの成果発表と討議を通

じて国内外の学校経営実践や研究との接点をもつことができた意義は確認できた。読者各

位からの忌憚ないご批判を賜れれば幸いである。  

本研究プロジェクトの遂行の過程では、多くの方々から多大なご協力を賜った。末筆で

はあるが、改めてこの場を借りて心よりお礼申し上げたい。 

2016 年 4 月 29 日  

井本佳宏・辻野けんま 

 

 

 

 

  

Bildungs- und Schulleitungssymposium 
公式 HP：

http://www.schulleitungssymposium.net/  

発表風景  



3 

 

第 1 章 学校経営における学校と地域－本プロジェクトのねらい－ 

 

井本 佳宏（東北大学） 

 

はじめに  

大学の使命の一つとして、社会貢献が強く意識されるようになってきている。かつ

ては法令上、大学の使命は教育と研究であるとされてきた。学校教育法では大学の目

的は戦後長らく、「大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門

の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする」と

規定されてきたのである。ここでは社会貢献自体は直接明記されているわけではない

ことから、大学の社会貢献は、広い知識と深い専門の学芸を身につけた人材の育成を

通じて、さらにはその前提となる研究成果の蓄積を通じてなされるのが基本であった。

教員養成系大学が社会に貢献する本筋も、良い教員を養成し学校へと送り出すことを

通じて、さらにはその前提となる教育学研究の推進を通じてであったと言えよう。  

しかし、2006 年の教育基本法改正により第 7 条として新設された大学に関する規定

は、その第 1 項において「大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培う

とともに、深く心理を探究して新たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提供

することにより、社会の発展に寄与するものとする」と定め、教育、研究とならぶ大学

の使命として社会貢献が明示された。法的に明示されたことにより、その後各大学に

おいても社会貢献は強く意識されるようになってきている。このことは教員養成系大

学においては学校教育実践への貢献の要請として認識され、さまざまな場面で、教員

養成系大学の大学教員は学校教育実践への直接的な寄与の有無、度合いを問われるよ

うになってきている。  

こうした流れの中で、教育経営学関連分野の大学教員にも、学校経営実践への直接

的な貢献が求められてきている。こうした状況において、平成 22・23 年度上越教育大

学研究プロジェクト一般研究に「地域課題に基づくスクールリーダー研修プログラム

に関する開発的研究」（研究代表者：末松裕基）が採択されたのをきっかけに、2010 年

6 月、上越教育大学の教育経営学関連分野の研究者と上越地域の校長有志により上越

学校経営サロン（以下、学校経営サロンと略記）が立ち上げられた。毎月 1 回程度の

ペースで定期的に会合が持たれ、そこでは学校経営に関わるテーマで自由に研究者メ

ンバーと校長メンバーの対話が行われてきた。研究者メンバーからは最新の研究動向

の紹介、校長メンバーからは自校での学校経営実践の報告が中心であったが、上越教

育大学研究プロジェクトからの助成を得て、年数回、外部ゲストを招くこともあった。

学校経営サロンの歩みは、平成 22・23 年度の研究プロジェクトのタイトルにある「開

発的研究」の文言が示しているとおり、大学と地域、研究と実践の関係の在り方をまさ

に手探りで探究するものであった。研究プロジェクトと学校経営サロンを並行させ、

研究と実践をリンクさせながら進めるという手法は、その後、平成 24・25 年度上越教

育大学研究プロジェクト一般研究「地域の教育課題を探究するスクールリーダーシッ

プに関する研究」（研究代表：辻村貴洋）を経て、本研究プロジェクトである平成 26・
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27 年度上越教育大学研究プロジェクト一般研究「学校経営への『地域』の参画形態に

関する国際比較研究」（研究代表者：井本佳宏）においても継承してきた。  

こうして、教育経営学関連分野の研究者と学校経営実践を行う校長との対話、協働

の場としての学校経営サロンが作られ、現在まで続けられてきた。しかし、実際の学校

経営のラインに組み込まれているわけではない大学教員に何ができるであろうか。こ

れまでもっぱら研究対象としてきた学校経営実践に対し、直接貢献するとは、どうい

うことであろうか。校長の応援団となって校長の学校経営方針や経営手法の学問的権

威づけを行うことであろうか。しかしそれは曲学阿世の徒に堕することではないのだ

ろうか。経営実践に貢献することと、経営者の側に立つこととの間には違いはあるの

だろうか。あるとすればどう違うのであろうか。ときに校長の学校経営実践に批判的

な考察を加え、校長の学校経営における意図の実現を妨げてしまうことがあれば、そ

れは社会貢献という大学の使命に反することになるのであろうか。大学人としてどう

現場と関わるべきか。学校経営サロンにおける研究者メンバーであった筆者は、こう

した迷いや葛藤を抱きつつこの営みを続けてきた。他の研究者メンバーについても多

かれ少なかれ同様の戸惑いはあったのではないかと思う。そしておそらくこうした葛

藤は、校長メンバーにもまたあったであろう。大学教員に、自分の大切な実践が都合の

よい研究材料としてつまみ食いされてしまうのではないだろうか。あるいは、自分の

学校経営実践が現場を知らない人間によって荒らされてしまうのではないだろうか。  

学校経営サロンの歩みは、こうした迷いや葛藤を抱きつつ進められた試行錯誤の歴

史である。そしてこの歴史の中では、学校経営サロンによる大学と地域の関係の再構

築とともに、そこでの研究者メンバーと校長メンバーの対話を通じた、学校経営実践

における学校と地域の関係の意義の再認識という、学校と地域の関係に関わる反省の

二重のプロセスが相互に結び付いて進行してきた。本章では、研究プロジェクトと学

校経営サロンの歩みをもとに、この二重のプロセスに関わる成果を示すとともに、本

研究プロジェクトのねらいについて述べる。  

 

１．学校経営サロンの歩みと関連する研究プロジェクトの成果  

本研究プロジェクトの前提には、既述のとおり、上越教育大学の学校経営学関連領

域の研究者と上越地域の小学校校長有志によって開催されてきた学校経営サロンがあ

る。また、学校経営サロンと並行して、平成 22・23 年度および平成 24・25 年度の 2

つの上越教育大学研究プロジェクトの取り組みがある。ここでは、今研究プロジェク

トに先行する 2 つの研究プロジェクトの報告書をもとに、学校経営サロンの歩みとそ

れを基盤とした研究プロジェクトの成果を確認しておきたい。  

 

１．１ 平成 22・23 年度上越教育大学研究プロジェクト「地域課題に基づくスクール

リーダー研究プログラムに関する開発的研究」  

 平成 22・23 年度の研究プロジェクトは、「校長・教頭をはじめとしたスクールリー

ダー育成に必要な研修プログラムを開発し、スクールリーダー教育の充実、発展に資

すること」（末松 2012: 2）を目的とし、「その際、地域独自の課題解決に向けた力量形
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成の支援を図るプログラムを重視し、地域課題に根差した学校経営実践の構築、学校

の自律性確立への貢献をねらい」（末松  2012: 2）としていた。  

そして、開発すべきスクールリーダー研修のイメージとして、「スクールリーダーに

必要とされる資質・力量を予め想定して、研修プログラムを開発する方法や、＜医師－

患者モデル＞に基づく方法ではなく、地域や学校現場に潜む具体的な課題や研修ニー

ズの発掘を行う」（末松  2012: 2）ことや、「その上で、スクールリーダーによる個別学

校課題の生成・共有・解決の展開に至るまでの力量形成への関与を研修過程と捉える」

（末松 2012: 3）ことが示されていた。  

 また、「実際に地域レベルで、どのような学校経営上の課題があり、その展開過程に

あって学校経営者はいかなる力量や資質を獲得すべきか。また、学校経営上の学校組

織体制のあり方や保護者・地域住民との関係性構築のあり方などを、具体的な実践例

に着目しつつ、力量形成の支援を目指す」（末松  2012: 3）こと、「学校経営課題が複雑

化する中にあっては、学校間や地域間の協力体制や共同的な課題解決体制の構築も重

要となる」（末松 2012: 3）ため、「特定の自治体における学校間や地域間の課題の際や

共通点を確認し、課題解決の方法やそのための校内体制、学校・地域間連携体制の検

討」（末松 2012: 3）を行う必要があると考えられた。  

 そこで、以下の 3 つの柱からなる研究の取り組みが行われた。①地域課題に基づく

リーダー育成を重視した学校訪問による課題探索、②学校経営・スクールリーダー教

育に関する 9 回の研究科・研修会・交流会の実施、③「上越学校経営サロン」の企画・

実施である（末松 2012: 5）。そして、その取り組みから見出された成果が、「学校経営

における『対話』の可能性」（末松  2012: 7）と「スクールリーダー教育における『対

話』の可能性」（末松 2012: 7）であった。「そもそも取り組むべき問題が何か不明確な

現代では、一人ひとりが『そもそもこの学校は何を目指すのか』『そもそもこの教育課

程の意義は何か』を主体的に考え、曖昧で流動的であっても、目指すべき方向を共に模

索する協同的な思考プロセスを作り上げていくことが必要となる。そして、それぞれ

が深く考えたことを行動につなげるには、お互いの理解を共有し合うプロセスが必要

となる」（末松 2012: 7）が、そのプロセスが対話である。また、そのような対話を「硬

直した考え方や思考形式、行動様式の変化を促す」（末松  2012: 7）ものとする場、「日

常の学校の課題について、職場を離れたインフォーマルで自由な形の対話」（末松  

2012:8）を可能にする場として、学校経営サロンは意義づけられるのである。  

 末松による平成 22・23 年研究プロジェクトの以上のような総括は、教育経営学関連

分野研究者が学校経営実践にどう貢献するべきかについて、次のような示唆を与える

ものである。すなわち、学校経営実践に取り組む校長自身による自律的な取り組みと

その反省を、対話の相手となることによって支援し促進することで、研究者は学校経

営実践に貢献しうる。つまり、研究者は学校経営実践の中に当事者として入り込む必

要はなく、関心ある第三者として校長による学校経営を観察し、校長からの問いかけ

に対し誠実に耳を傾けるとともに率直に意見を述べることを恒常的に続けることが重

要である。  
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１．２ 平成 24・25 年度上越教育大学プロジェクト「地域の教育課題を探究するスク

ールリーダーシップに関する研究」  

 平成 24・25 年度の研究プロジェクトは、「地域からの教育要求を具体的な教育課題

へと昇華させるために、現場の教職員と大学の研究者による共同研究を通じて、課題

の発見から解決へ向けた実践をリードする探究的活動を担うスクールリーダーシップ

の充実・発展に資すること」（辻村  2014: 1）を目的としていた。  

 こうした課題設定がなされた背景には、「現在、教育委員会制度の改革に代表される

ように、教育に関する意思決定ルートについては、地域住民の意向を尊重する方向で

議論がすすめられている。その一方で、地域の意向とは何なのか、さらには、地域の意

向を汲み取るために学校や教育行政は何をすべきなのか、保護者や地域からの教育課

題を抽出したり、その課題の解決方法を探ったりする、集団的・組織的な力量、また

は、集団的・組織的な活動へと周囲をリードする力量、すなわちスクールリーダーシッ

プの形成については、現在進行中の改革論議のなかでは、不十分なままのように思う。

このため、様々なアクターが存在する『地域』において、『誰』が『どのように』して、

将来のビジョンを『描き』、実現へと『導いていく』のかという、一連の活動を『探究

する』かを問わなければならない」（辻村  2014: 1）との問題意識があった。  

 そこで、以下のような研究の取り組みが進められた。①学校と地域の結びつきから

のリーダーシップの捉え直し、②特色ある教職員研修体系づくりの調査、③学校管理

職・教育行政職員の自主的研究会への参加・企画、④学校教育を支える諸団体の活動に

対する調査である（辻村  2014: 2）。この研究プロジェクトに並行して、もちろん学校

経営サロンも継続して開催されているが、研究の柱からは外されている。平成 22・23

年度の研究プロジェクトの成果から見出された、研究者と校長との対話の継続の意義

を踏まえるならば、研究プロジェクトに取り組む研究者メンバーには、学校経営サロ

ンにおける校長との対話において何を語るのか、校長の問いかけに対し、どう応答す

るのか、その中身こそが問われるはずである。また、その中身は、校長との対話を通じ

た自身の研究の絶えざる反省によって鍛えられていくはずである。コミュニティスク

ールをはじめとする学校経営改革の流れにおいて、地理的概念なのか人的概念なのか

も曖昧な地域が学校経営における重要なアクターに位置づけられる中で、学校経営者

である校長はどのようにリーダーシップを発揮しているのか、また、そのリーダーシ

ップはどのように形成されているのか、このような平成 24・25 年度研究プロジェクト

の課題設定自体も、学校経営サロンにおける対話を通じて浮かび上がってきたもので

ある。この段階においては、研究プロジェクトによって生み出され支えられる学校経

営サロンという当初描かれていた図式は、学校経営サロンという校長との対話の場に

よって支えられる研究プロジェクトへと発展的に逆転したと言えるであろう。研究者

メンバーは研究プロジェクトの課題への取り組みを進め、その成果を学校経営サロン

における対話へとフィードバックし、また、その対話を通じて校長メンバーは自身の

学校経営実践における地域との関係を自覚化し反省するとともに、学校経営実践の改

善を構想するのである。  
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２．本研究プロジェクトにおける地域への着目  

平成 22・23 年度及び平成 24・25 年度の上越教育大学研究プロジェクトの取り組み

とそれに並行する学校経営サロンでの活動を通じて、数多くの学校経営実践の事例に

接する中で、研究者メンバーは、ごく一般的な地方公立小学校の学校経営において脈々

と受け継がれてきた、地域との関係の持ち方に関するノウハウの重要性に気づかされ

ることとなった。そこから、平成 26・27 年度の本研究プロジェクトの課題設定へとつ

ながったのである。  

本研究プロジェクトの目的は、学校経営への地域の参画形態に関する国際比較を通

じて、日本の学校経営の特徴、とりわけ地域との協働に関して校長をはじめとするス

クールリーダー層に蓄積されてきたノウハウが持つ学校経営実践上の意義を再発見・

再評価し、国内外の学校経営実践へと還元することである。日本では今日、学校経営へ

の参画主体の多様化が進んでおり、その影響は、上越市でも市立小・中学校のコミュニ

ティスクール化などの形で身近なところまで及んでいる。そうした中で、本研究プロ

ジェクトでは、保護者や教員集団とは異なり定義そのものに多義性を含んだ地域に焦

点を当てることとした。保護者や教員集団などとは異なり、地域は地理的概念なのか

人的概念なのかさえ曖昧な、非常に多義性をはらんだ概念であるにもかかわらず、学

校経営の参画主体の一つとして考えられている。しかし、その多義性ゆえに、地域の学

校経営への参画形態には各国ごとの学校経営の在り方の特徴が反映されていると考え

られる。国際比較を通じて、日本における地域と学校との関係の在り方の特徴を明ら

かにすること、さらにはその関係を作り上げてきた学校経営実践のノウハウを明らか

にすることは、学校経営サロンにおける対話の中から導き出された課題に答えるとい

うだけでなく、その成果を対話の素材としてフィードバックすることを通じて、学校

経営実践における地域との関係の自覚的反省の契機とすることにもなるであろう。  

ここでは、まず日本における政策レベルで学校経営参画主体としての地域がどのよ

うに想定されているのかを確認したうえで、学校経営サロンを通じて得てきた上越地

域における地域と学校の関係の特徴について述べることとする。  

 

２．１ コミュニティスクールが想定する地域  

2000 年の学校教育法施行規則改正により、職員会議は校長の職務遂行上の補助機関

として法制化された。これにより、それまで教育法学説上有力であった職員会議の議

決機関としての位置づけは否定され、校長が学校経営に関わる意思決定の責任者であ

ることが明確化された（村元  2014: 135-136）。また、2007 年の学校教育法改正によっ

て、副校長、主幹教諭、指導教諭が新設され、教員組織の階層化が進められた（井本 

2011: 177-178）。このように、近年の学校経営改革を通じて、学校経営に関わる校内の

権限の校長への集中及び校長の意思決定に基づく組織運営体制の整備が進められてき

ている。  

しかし、校内の学校経営に関わる権限が校長の下に集約される一方で、経営参画主

体の多様化も同時に図られている点が、今日の学校経営改革の特徴である。臨時教育

審議会第三次答申（1987）において、「学校の管理・運営への地域・保護者の意見の反
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映等をはじめとする開かれた学校経営への努力」の必要が提起されて以降、開かれた

学校経営の推進は、経営責任者としての校長の下での組織的学校経営の確立とともに、

学校経営改革の中心課題となってきた。その中で、2000 年の学校教育法施行規則改正

による学校評議員制度の導入、2004 年の地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（以下、地教行法と略）の改正による学校運営協議会制度の導入などが進められてき

た。特に、学校運営協議会制度については、学校評議員が校長の求めに応じ、学校運営

に意見を述べることに止まるのに対し、学校経営に関する実質的な権限を有している

点で、開かれた学校経営のより強固な制度的基盤となるものである。  

学校運営協議会に関する事項は地教行法第 47 条の 5 に規定されており、その権限に

ついては①校長が作成した教育方針や教育課程を承認すること、②学校運営に関して

教育委員会や校長に意見を述べること、③教職員の任用に関して任命権者に意見を述

べること、の 3 点にまとめることができる（佐藤  2010: 9-10）。  

職員会議の議決機関としての位置づけが法制上否定されている今日において、校長

は自校の教職員の意見に左右されることなく、自身の権限に基づいて教育方針や教育

課程を決定することができる。しかし、学校運営協議会が設置されている学校（以下、

コミュニティスクールと表記）においては、校長はそれらについて学校運営協議会の

承認を得なければならず、必ずしも独断で学校経営を行えるわけではなくなるのであ

る。  

また、学校運営協議会は当該コミュニティスクールの学校運営について、学校の設

置管理者である教育委員会や、経営責任者である校長に意見を述べることができる。

校長の求めがあった場合に意見を述べるだけの学校評議員と比べると、学校運営協議

会は学校経営参画上の主体性が高められていると言える。  

さらには教職員の任用に関して任命権者に意見を述べることができる。教職員の構

成は校長の学校経営上の人的な前提条件に関わるものである上に、ここでの教職員に

は校長も含まれていることから、教職員の任用に関わるこの権限は、学校運営協議会

の学校経営における位置づけを明確に特徴づけるものとなっている。つまり、学校運

営協議会は校長の学校経営を補助する機関ではなく、場合によっては校長の任免にま

で踏み込んだ意見を任命権者に述べるほどの重要な経営判断を行うのであり、校長と

並ぶ一個の学校経営機関であると言うことができる。  

しかし、学校運営協議会を開かれた学校経営のための制度的基盤として評価するた

めには、その学校経営上の権限だけでなく、学校運営協議会の組織構成にも注目する

必要がある。 

地教行法第 47 条第 2 項は、「学校運営協議会の委員は、当該指定学校の所在する地

域の住民、当該指定学校に在籍する生徒、児童又は幼児の保護者その他教育委員が必

要と認める者について、教育委員会が任命する」と規定している。委員に保護者となら

んで地域住民を任命することとされており、地域は学校経営参画の主体として位置づ

けられたのである。  

なお、委員に関して地教行法上求められているのは、地域住民と保護者を含めるこ

とであり、その他、委員の構成や人数、任期などについては各教育委員会に任されてい
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る。したがって、実際の委員の構成については各教育委員会の方針に従って、各コミュ

ニティスクールによる違いがある。とはいえ、文部科学省が教育委員会向けに作成し

た「コミュニティ・スクールって何？！（学校運営協議会設置の手引）」（文部科学省初

等中等教育局参事官（学校運営支援担当）付  2015）では、委員構成の例が挙げられて

おり、コミュニティスクールの設置を教育政策として推進している文部科学省が想定

している学校運営協議会を通じた開かれた学校経営の像が示されている。そこでは、A

地区自治会長、公民館長、現ＰＴＡ副会長、支援本部コーディネーター、婦人会代表、

青年会議所代表、おやじの会代表、卒業生（大学生）代表、伝統芸能保存会代表、民生

委員代表、校区内中学校校長、学校担当指導主事、当該校校長などが挙げられている。

ここからは、地域住民にしても保護者にしても、既存の諸団体の代表者から委員を任

命することが想定されていることが分かる。  

地域住民に関して言えば、ある人物が学校運営協議会の委員に任命される場合、そ

の選任の仕方において地域住民代表としての正統性が確保されなければ、学校運営協

議会が地域に開かれた学校経営のための機関として評価されることはない。地域に住

んでいる一個人ではなく、地域住民の声を代表しうる人物として任命されるべき人物

の例として、文部科学省は地域における各種団体の代表者を想定しているのである。  

しかし、例えば例示されているように A 地区自治会長が委員に任命されたとして、

それをもって A 地区住民の声が学校経営に取り入れられるということは言えたとして

も、では B 地区や C 地区など、その他の地域の住民はどうなるのであろうか。地域の

婦人会代表を委員に任命したとして、では男性は誰が代表するのであろうか。地域の

諸団体を委員の選出母体とすることでは、学区の地域住民全体をカバーすることは困

難であろう。つまり、選挙のような代表性を正統化するプロセスがない中での地域住

民からの委員の任命は、教育委員会による恣意的な選任とならざるをえない。逆に言

えば、教育委員会は形式的には恣意的にならざるをえない選任プロセスを通じて、地

域住民が恣意的ではないと主観的に納得する地域代表委員の選任をしなければならな

いのである。 

そうであるならば、委員の選任にあたっては、学校運営協議会設置以前における学

校と地域との関係の如何が影響を与える可能性が高い。というのも、コミュニティス

クールになる以前から、地域の中にあり続けてきた学校が、それまでに地域のどのよ

うな団体や人々と、どのような関わりを持って教育活動を行ってきたのか、その歴史

の蓄積が、地域住民代表として学校経営に参画すべき者と、そうでない者とを判断す

る基準の源泉となるからである。つまり、コミュニティスクールは、一方で学校と地域

の関係の刷新を目指す新しい取り組みでありながら、他方でそれは学校と地域の長年

にわたって形成されてきた関係性に支えられた場合にこそ円滑に機能するような制度

設計がなされていると言えるのである。  

 

２．２ 上越地域の学校におけるコミュニティスクールの受容  

 学校運営協議会の設置は当該学校を所管する教育委員会の指定による（地教行法第

47 条の 5 第 1 項）ことから、コミュニティスクールの広がりは地域により濃淡がある。
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上越教育大学が所在する上越市は、2012 年度から全市立小・中学校をコミュニティス

クールとしており、全国的に見てもかなり大胆な取り組みを進めている地域である。  

 学校経営サロンが始まったのが 2010 年度であることから、学校経営の制度枠組を大

きく変革する 2012 年度からのコミュニティスクール化は、サロンでも何度か話題とな

った。では、学校経営サロンでの対話から浮かび上がった、各学校、各校長の受け止め

方、各学校と地域の関係の現実とコミュニティスクールとの適合状況などはどのよう

なものであったであろうか。  

学校経営サロンでの議論を振り返ってみると、コミュニティスクールは各回におけ

る議論のメインテーマとなることは 1 度もなかった。校長メンバーからの自校の学校

経営実践報告においては、地域と学校の関係は学校経営の大前提として捉えられてお

り、教育委員会主導で進められたコミュニティスクールの取り組みとは無関係に、地

域との関係作りはなされるべきものとされていたのである。つまり、学校運営協議会

という場において地域代表が学校経営に参画することを通じて学校と地域との関係が

作られるという認識は、校長メンバーからの学校経営実践報告においてほとんど見ら

れなかった。校長メンバーからの報告に示されているのは、フォーマル、インフォーマ

ルを問わず地域のあらゆる人々と接点を持つ中で、学校の情報を人々に伝えるととも

に、地理的、人的両面における地域の情報を聞き取り、学校教育実践に生かしていくと

いう、地道な取り組みであった。コミュニティスクールが話題となるのも、そうした取

り組みの中の一つとしてであった。  

学校経営サロンでの議論から、少なくとも上越地域においては、コミュニティスク

ールは改革の主役ではなく、脇役として捉えられており、長い年月をかけて形成され

てきた学校と地域の関係を支える新たに付け加えられた装置の一つと位置付けられて

いることが読み取れる。つまり、そもそも公立小・中学校は、それが学校運営協議会を

持つかどうかに関わらず、地域に根差した一種の「コミュニティスクール」として存在

してきたし、そうした地域との関係が形成できなければ、まっとうな学校経営は持続

できないということである。そして、学校経営がこれまで培われてきた学校と地域の

関係を基盤として成立するものである以上、新たに設置され、校長と並ぶ学校経営の

主体となった学校運営協議会もまた、これまで同様、地域との関係に支えられて学校

経営に参画するのである。  

こうしてみると、学校経営サロンにおいて、コミュニティスクールがメインの話題

とならなかったのも十分納得できることである。校長はこれまで地域とともに学校経

営を行ってきたし、この学校と地域の関係性の上に立たない限り、学校運営協議会も

また上手く機能しえない。そのことが学校経営サロンの校長メンバーには自明である

からこそ、コミュニティスクール化への対応よりも、そもそもの学校と地域の関係に

根差した学校経営に議論が向かうのである。  

 

おわりに  

 ここまで、平成 22・23 年度及び平成 24・25 年度上越教育大学研究プロジェクトと

上越学校経営サロンの歩みをたどりつつ、本研究プロジェクトの課題設定に至るまで
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の経緯を述べてきた。大学の社会貢献の在り方の模索からスタートした学校経営サロ

ンの取り組みを通じて、地域に根差した学校経営の事例の掘り起こしと再評価という

課題設定に至ったのである。  

日常的な学校経営事例を再評価する際、あまりに身近過ぎてその意義が観察者には

見えづらいという困難がある。それを克服する方法として、本研究プロジェクトでは

国際比較という手法を取っている。比較対象として取り上げたのは、ニュージーラン

ド、イギリス、ドイツである（本報告書では割愛しているが、井本・辻野 2015 を参照

されたい）。日本については次章で、教育・学校経営シンポジウム (Bildungs- und 

Schulleitungssymposium)での報告資料およびその邦訳を掲載した。国際比較でのズ

レの観察を通して日本の学校経営における地域の位置づけの特徴を浮き彫りにするこ

とを目指したが、その成否については読者からのご批判を仰ぎたいと思う。  
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「地域課題に基づくスクールリーダー研究プログラムに関する開発的研究」』（研究代

表者：末松裕基）、2012 年。 

辻村貴洋『平成 24・25 年度上越教育大学研究プロジェクト（一般研究）研究報告書 「地

域の教育課題を探究するスクールリーダーシップに関する研究』（研究代表者：辻村貴

洋）、2014 年。 

村元宏行「教育委員会・校長と職員会議」日本教育法学校編『教育法の現代的争点』法律

文化社、2014 年、134-137 頁。  

文部科学省初等中等教育局参事官（学校運営支援担当）付「コミュニティ・スクールって

何？！（学校運営協議会設置の手引）」 

（ http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/community/school/detail/__icsFiles/afield

file/2015/08/24/1361007_1.pdf 及び  

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/community/school/detail/__icsFiles/afield

file/2015/08/24/1361007_2.pdf 2016 年 2 月 6 日アクセス確認） 
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第 2 章 日本における学校と地域―国際学校経営シンポジウム報告― 

井本佳宏（東北大学）、小林啓一（元新井中央小学校）、辻野けんま（上越教育大学）、

山﨑美枝子（元豊原小学校）、辻村貴洋（上越教育大学）、安藤知子（上越教育大学）  

 

Bildungs- und Schulleitungssymposium 発表資料（2015 年 9 月 3 日／於：ツーク教育大学）  
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Bildungs- und Schulleitungssymposium 発表資料【邦訳版】 
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第 3 章 学校経営への「地域」の参画の国際発信の総括 

辻野けんま（上越教育大学）  

 

本報告書は、平成 26・27 年度上越教育大学研究プロジェクト一般研究「学校経営へ

の『地域』の参画形態に関する国際比較研究」の研究成果報告書（井本・辻野 2015）

の簡略版である。本研究プロジェクトは、学校に勤務する校長と広い意味での教育経

営に関心にもつ大学研究者とでつくる「上越学校経営サロン」での 6 年間の歩みの中

で生まれた。上越・妙高地域において、「地域」が学校経営における日本的特質として

捉えうるのではないか、との仮説をもつに至った。そして、スイスで開催された教育・

学校経営シンポジウムでの発表（以下、国際発表とする）に至った。 

学校教育は私たちの誰もが経験するものであるため、そこでの教育について経験的

に想像しがちになる。その結果、経験上見えにくい側面は、特徴として知覚されること

がない。学校経営における「地域」とは、そうした知覚されにくい特質の 1 つだろう。  

しかも、こうした特質は、校長や教職員等にとってさえも、容易には知覚されにくい

ことが、上越学校経営サロンでの 6 年間の交流から明らかになった。上越・妙高地域

で広く見られる学校と「地域」の関係性は、学校経営において戦略的に発展させられて

きたものというよりも、学校―地域間の双方向的な関係性の中で長い時間をかけて築

かれてきた。それだけに、文化内部の当事者（インサイダー）にとっては、あまりにも

当たり前の事実となり、学校にとっての「地域」（あるいは逆に、地域にとっての学校）

が「特徴」とは感じられにくくなってしまうのである。 

本研究プロジェクトにおける国際発表へ向けた準備や実際の発表、そこでの諸外国

の研究者・実践者らとの討議や交流という一連の経験は、学校経営における「地域」と

いう存在を、我々自身により自覚的に「特徴」として知覚させることとなった。発表準

備の段階では、上越・妙高を事例とした学校―地域間の関係性が果たして国際的な議

論の俎上に載りうるのか手探りの状況であった。  

報告内容の整理だけではなく、質疑のシミュレーション等を重ねる中で、質問を想

定することさえ難しいことに気づかされたことも事実である。事前に想定していた質

問と実際に参加者から寄せられた質問との間には少なからぬギャップもあり、そこに

インサイダーとしての日本の当事者とは異なる、アウトサイダーとしての国際的な視

点や関心を垣間見ることができた。具体的には、まず事前に想定していた質問として

次のようなものがあった。  

 発表時に実際に寄せられた質問やコメント、その応答は次のようなものであった。  

 

 「学校経営サロン」の取り組みは興味深い。参加者の校長はどう感じているのか？

深刻なテーマも議論するのか。サロンの影響は実際の学校経営にどう役立ったのか。

（他の学校経営を知る重要な機会になった、と山崎応答。） 

 人事異動の決定権者や頻度、基準は？（決定権者は教育委員会、頻度は最長で教員

6～7 年、校長 2～3 年、基準についてはブラックボックス、と辻野応答。） 

 学校と社会教育施設などとは、広く組織的な連携が進んでいるのか？（一般的に行

われているが、経営レベルというよりも活動レベル、と井本応答。） 
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 これらの質問に十分満足のいく応答ができなかった面も否めず 1、また何を本質

的関心においた質問なのか理解しきれないものもあった。にもかかわらず、総じて

発表の内容や上越学校経営サロンへの素朴な関心の高さが伝わってきた。探索的な

研究だったため方法論に対しては厳しい指摘も覚悟していたが、もっぱら好意的な

反応だったことは驚きである。発表終了後にも下記のようなコメントが寄せられた。 

 

 本学会の発表は西欧の文脈のものばかりだったが、この報告はアジアに示唆的だっ

た。タイでは全国区で人事異動が行われる。学校と地域に関しても功罪の両面から

詳しく知りたいと思った。（タイからの参加者より。） 

 「日本の地方における学校へのコミュニティ参加についての大変興味深いご発表

をありがとうございました。私はこのテーマが非常に面白く、なかでもサロンのア

イデアが、地域と子どもとを結ぶという点で大変気に入りました。私はあなた方が

なさってきたことを今後とも考え続けたいと思っています。ここミネソタにはたく

さんの農村があります。そこで、あなたがたのアイデアを地元に提供できるように、

みなさんが作られたパンフレットを持って帰ってきました。」（カレン・シーショー・

ルイス氏［ミネソタ大学教授］からの E メールでのコメント） 

 

もちろん、本研究プロジェクトが終了する現在も積み残された課題は少なくないこ

とは事実である。しかし、これらのフィードバックを含め、今回の国際発表を通じて明

確になった本研究の特色は次のように総括できるだろう。  

 

① 実際に学校経営に携わる校長と教育経営に関心を寄せる大学研究者との継続的な

共同研究の成果であったこと。 

② この共同研究の過程で日本の学校経営の特質について、上越・妙高地域における

具体的な事例からアプローチしたこと。 

③ その際、海外（ニュージーランド、イギリス、ドイツの 3 カ国）の状況を参照し

て、日本の特質を相対化しようとしたこと。 

④ 国際発表を通じて日本の学校経営と「地域」の関係を特質として発表し、国際的

な議論の俎上に載せたこと。 

 

本報告書の複数の執筆者が述べているとおり、上越学校経営サロンは当初から校長

と大学教員とのざっくばらんな交流の場であり、本研究もあらかじめ周到にデザイン

された構想ではなかった。しかし、自由な交流の数年間が蓄積となり、国内にとどまら

ず海外にも発信してみようと展開したことは、自由なサロンだからこそ実現したのか

もしれない。発表をふまえた今後の研究課題は、以下のように概括できるだろう。 

 

① 海外での学校経営の研究や実践について、さらにフォローすること 

② 学校経営への「地域」の参画についても海外の状況を把握すること 

③ 研究者―校長の協働にとどまらず教員、保護者、子どもなど学校に関わる様々な

アクターの視点を取り込んでいける方法論を開発すること 

 

このうち、①は海外の研究を参照することである程度克服可能だが、②はその国の

当事者でさえ認識しきれていない場合も想定される。上越学校経営サロンで平均月 1

                                                  
1 たとえば人事に関して本番前に準備していた応答は「人事異動の基準は子どもにとっての質保証の観

点から教員人事を広域的に行うことが慣例として続けられてきた」というものだったが、本番の辻野

応答では咄嗟に「ブラックボックス」と回答してしまっていることには自省の念を禁じ得ない。  
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回の研究者―校長間の交流を、数年間続けてこなければ明らかにならなかった特質が多

いことを考えるならば、学校経営の「日常」に着目しそれを「特質」として描き出すこ

とは容易ではない。この点、本研究は方法論上も示唆に富むかもしれない。ただし、③

に示したとおり、方法論上の課題もある。 

昨今の教育改革の現実に目を向けるならば、本研究プロジェクトが焦点をあてたよ

うな、学校と「地域」との日常化された関係性が十分認識されないままに「教育再生」

等の文言が独り歩きしている感が否めない。しかも、この傾向は日本に限ったことで

もないと感じられる。OECD の PISA 調査に象徴される教育の測定主義の流れが各国

の教育政策へも影響を与え、教育の「効果」を数値化し可視化する動きは、今や世界的

な潮流となった。本研究プロジェクトが対象としたような地域社会の中にある学校の

多様な側面は、こうした潮流の中では十分捉えにくいばかりか、検証（測定）の対象に

もされにくいだろう。しかし、教育の現実は極めて複合的であり多面的・流動的である

ことを鑑みたとき、それを捉える方法論も多様に発展する必要がある。本研究が、国際

的な議論に一石を投じられるよう、引き続き共同的な研究を発展させたい。 
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編集後記 

平成 26～27 年度上越教育大学研究プロジェクト（一般研究）報告書『学校経営への「地域」の参画

形態に関する国際比較研究』の編集を終えて、日本の学校経営の「日常」に焦点をあてて国際的な議論

の俎上に載せようとする試みを感慨深く振り返る。  

本研究とは直結しないが、スイスでの国際発表

の際には、奇遇な経緯からホームステイで Tornow
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2016 年 5 月 9 日  

辻野けんま  

 (Tornow 家の皆さんと一緒に。) 


